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1　はじめに

電子商取引の拡大に伴う輸送需要が増大
するなか、「物流危機」は日本固有の社会
課題ではなく、世界的に取り組むべき喫緊
の課題になっている。特に少子高齢化が世
界で類を見ないスピードで進むわが国で

「経済の血脈」である物流の持続可能性を
高めるためには、オープンイノベーション
を基本的な指針として、業界の垣根を超え
てさまざまな知見やアイデアを持ち寄り、
産業界・経済界が一丸となって取り組みを
加速していかなければならない。

人口動態の変化に伴う人手不足などに起
因する物流危機は、担い手不足などの課題
を抱えている農業界など私たちの暮らしに
直結する産業の持続可能性を危うくする可
能性が指摘されている。とりわけ年間貨物
量の90%以上を陸上運送に依存する日本
において物流の安定性を確保することは、
電子商取引で飛躍的に利便性の高まった
日々の生活を確保するという文脈にとどま
らず、日本経済、そして社会全体の持続可

能性を高めるために不可欠である。
現在、官民を挙げて人手不足などによる

物流危機を克服する取り組みが行われてい
ることから、本稿では物流に係る現状と課
題を整理するとともに、昨年８月に北海道
でわが国初となる大型トラックの自動運転
技術共同実証実験が行われたので、その内
容を紹介する。

２　�物流業界をめぐる情勢と労働の現状
など

（1）　物流業界をめぐる情勢
米コンサルティング会社のボストンコン

サルティンググループが2017年10月に
公表した推計では、2027年の日本国内の
トラック運転手は約24万人不足すると予
測されている。これは貨物需要の増加と少
子高齢化によるドライバーへの就業率の低
下が主な要因とされている。また、米商業
用不動産サービス会社のCBREは、電子商
取引の拡大に伴い2018年から2019年に
米国の物流業界だけで45万人以上の新規
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【要約】

少子高齢化、地球温暖化、電子商取引の拡大を遠因として物流の持続可能性への不透明
感が強まっている。このことは、陸上運送依存度が高いわが国の経済活動の持続可能性を
損なうことにもなりかねない。昨今、急速な技術革新をみせている自動運転、AＩ、IoT
など先端技術を活用し、物流業界や同業界を取り巻く社会課題を解決することで、持続可
能な社会の実現に資することが期待されている。

物流危機、農業危機を乗り越え
持続可能な社会の実現へ
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雇用需要が発生すると予想している。これ
は2013年から2017年までに同国の物流
業界で創出された新規雇用者数の2倍以上
にあたる。

物流業界を取り巻く危機的な状況に対
し、各社は他業界からの新規雇用の獲得、
働き方改革の断行、自動化技術への投資を
通じた労働生産性の改善など、さまざまな
取り組みを行っている。日本通運株式会社

（以下「日通」という）は2017年、「ロジ
スティクス・エンジニアリング戦略室」
を立ち上げ、自動運転技術を活用したト
ラック隊列走行、先端技術による物流セ
ンターの無人化・省力化、人工知能（AＩ）
活用の物流ソリューション、ドローンの
多目的活用、トラックマッチング（求

きゅう

荷
に

求
きゅう

車
しゃ

）（注１）のシステム化―などを主要テー
マとして研究・開発を推進している。ま
た、経済産業省は2017年に「Connected 
Industries」（注２）構想を提唱した。産業間
や業界間でデータを相互に活用すること
で個々の業界だけでは解決が難しかった
社会課題を解決し、より良い社会を実現
していくことを目指している。なかでも、
IoT（モノのインターネット）、データや
自動化技術の活用による物流機能の効率化
および高度化は中心的な議題となってい
る。さらに、国土交通省では2014年から
トラック運送業界における女性の活躍を促
進するため、「トラガール促進プロジェク
ト」（注３）を進めている。

注１：  目的地まで荷物を運び終わった帰りの便などでト
ラックの荷台が空いている輸送会社・運送会社の

「車両情報」と、運びたい荷物があるが何らかの
理由により車両手配ができず輸送が困難な状態に
陥っている荷主の「貨物情報」を活用し、適切な
配車手配を行うこと。

注２：  さまざまな業種、企業、人、機械、データなどが

つながり、AＩなどにより新たな付加価値や製品・
サービスを創出し、生産性を向上させることによ
り、高齢化、人手不足、環境・エネルギー制約な
どの社会の課題を解決すること。これらを通じて、
産業競争力の強化や国民生活の向上、国民経済の
健全な発展を目指すこととしている。

注３：  トラック運送業界は、他業種に比べて女性の進出
が遅れていたが、近年は、細やかな気配りや高い
コミュニケーション能力、丁寧な運転など女性ド
ライバーならではの能力を評価する声が高まって
いる。このため、国土交通省は2014年、「トラガー
ル促進プロジェクト」を立ち上げ、トラック運送
業界における女性の活躍を促進するための取り組
みを加速している。

（2）物流業界における労働の現状
日本の一般労働者の標準労働時間は、一

日8時間、週40時間である。経営者が、そ
れ以上に従業員を就労させる場合には労働
基準法36条に従い、三六協定を締結しな
ければならない。同法では、限度基準告示
によって月45時間、年360時間の所定外
労働の上限が設定されている。また、同法
の特別条項を締結した場合には、月80時
間、年750時間の所定外労働が半年間可
能となる。

運輸労連に加盟する労働組合の三六協定
をみると、一カ月当たりの所定外労働時間
を81~100時 間 と し て い る と こ ろ が
35.9%、年間では1000時間を超えている
ところが52.5%となっており、一般の労
働者よりも長い所定外労働が常態化してい
ることが分かる。

2019年4月1日に施行された働き方改
革関連法では、一般労働者の残業時間が制
限されたものの、自動車運送業に対しては
猶予期間が設けられており、2024年4月
に年960時間を上限とする罰則付きの時
間外労働規制が適用される予定である。長
時間労働が常態化している背景には物流業



54野菜情報 2020.1

界における競争の激化、巨大プラット
フォーマー（注４）の出現による取引慣行の悪
化などさまざまな要因が指摘されている。

しかし、政府も手をこまねいているわけ
ではない。2019年に政府は荷物を大量に
発送する荷主企業など6300社に対し、物
流危機を是正する具体的な行動計画を作
成・公表するよう要請した。現状を放置す
れば、経済成長を阻害しかねないとみて異
例の措置に踏み切った。また、2029年度
末までの時限措置として「標準的な運賃」
の告示制度を導入する計画で、労働条件改
善・事業の健全な運営確保のため、国土交
通大臣が「適正な原価および適正な利潤を
基準として標準的な運賃を定め、告示する」

としている。
こうした政府の動きは一種の政策転換を

意味している。1990年に物流二法が施行
され、業界への参入を免許制から許可制に、
運賃も認可制から事前届出制に変更された
結果、2018年には事業者数は6万2000
社超まで増えた。しかし、規制緩和は、過
当競争、過剰サービス、安値受注を助長さ
せ、ドライバーの長時間労働と低賃金をも
たらし、労働力不足に拍車をかけ、物流の
持続性が懸念される物流危機の遠因になっ
たと言われている。

一 方、 農 業 就 業 人 口 は、1970年 に
1025万人だったが2019年には約168万
人にまで落ち込んでいる（図１）。また、

資料：農林業センサス、農業構造動態調査

資料：農林業センサス、農業構造動態調査

図２　農業総産出額および生産農業所得の推移

図１　農業就業人口および基幹的農業従事者数の推移

1980 1990 2000 2010 2015 2017 2019

農業就業人口（万人） 540.8 481.9 389.1 260.6 209.7 181.6 168.1

基幹的農業従事者（万人） 346.5 292.7 239.9 205.1 175.4 150.7 140.4
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農業総産出額は1984年に11兆7000億円
となった後、減少傾向にあり、2017年に
9兆3000億円まで減少している。さらに、
農業従事者の生産農業所得は1978年の5
兆4000億円から、2017年には3兆7616
億円と減少した（図２）。

ホクレン農業協同組合連合会（以下「ホ
クレン」という）の内田会長は「今後、
10年で運転手が18%不足すると言われて
おり、自動運転システムの技術を借りない
と消費地に安定供給できない」と危機感を
にじませる。また、日通の竹津代表取締役
副社長も「これまでもお客様企業と連携、
協力し、さまざまな物流効率化に取り組ん
できたが、ドライバー不足は今後深刻化す
るのではないか」と危機感を募らせてい
る。

注４：インターネット上でサービスを提供している企業

（３）　�物流業界が支える農畜産業の現状
など

北海道は、日本の農畜産物の一大産地で
あるが、例えば生乳、牛乳については北海
道から都府県への移出が増えており、ドラ

イバー不足や車不足でコストが高くなって
いると言われている。また、野菜の分野で
も秋冬における北海道産ばれいしょ、たま
ねぎの市場における占有率は高く、関東や
関西、中京など遠方の消費地への輸送のみ
ならず、道内における産地から消費地への
輸送について同様の問題を抱えている。

北海道開発局によると、北海道内間の農
畜 産 物 お よ び 加 工 品 の 輸 送 は 大 半

（98.3%）がトラック輸送となっている。
ま た、 北 海 道 か ら 本 州 へ の 移 出 は、
57.3%がトラック・フェリーを利用して
おり、トラック輸送は重要な位置を占めて
いる。このことからも、ドライバー不足の
深刻化が道産農畜産物および加工物のバ
リューチェーンへいかに大きなインパクト
を持つかが分かる（図３）。

とりわけ、てん菜など季節繁閑が大きい
農産物の物流上の課題を解決するために
は、秋季における出荷調整などの自助努力
だけではなく、情報共有化システムの構築
などを通じ、より物流の高度化や自動運転
技術の活用を通じた人手不足対策が求めら
れている。
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図３　北海道産農畜産物および加工品の輸送機関別出荷量

資料：北海道開発局「農畜産物及び加工食品の移出実態（2017年）調査結果報告書」
　注：日本国内の貨物輸送に使用される船。
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安定的な輸送手段の確保が不安視される
なか、ホクレンは今年策定した第13次中
期計画の重点方針の一環として、「販売に
必要不可欠な安定輸送力の確保」を掲げ
た。「需要の季節変動の大きい農産物輸送
では柔軟にドライバーを確保することが難
しくなりつつあり、ドライバー不足が農産
物の作付けの制約になりつつある」という
農業関係者の証言から分かるように、持続
可能な輸送ネットワークの再構築は待った
なしの状況と言えるのである。別の関係者
からは、「輸入飼料の販売に当たり、港か
ら現地への運搬代金が値上がりした。これ
はドライバー不足が主な原因とみられてい
る。北米でもトラックへの電子運行記録装
置（Electronic Logging Device：ELD）
設置の義務付けという新しい規制が敷かれ
たことや、10時間以上の運転が禁止され
ていることから、配送業の値上がりが懸念
されている」との声も聞かれている。

３　�オープンイノベーションの実践　　　
～国内初の共同実証実験～

政府は成長戦略の一環として、他業種の
知見や I CT（情報通信技術）など日本の
先端技術を活用して農業の産業化を実現す
るため、スマート農林水産業を推進してい
る。生産現場におけるデータ活用は徐々に
進 み つ つ あ る も の の、 第1次 産 業 の バ
リューチェーン全体を俯

ふ

瞰
かん

した場合、生産
年齢人口の減少もあり農林水産物の輸送効
率化は大きな課題となっている。長時間労
働に代表される物流業界の構造的な課題を
放置したまま単一の経済主体の効用のみを
追及することは、根本的な解決にはつなが
らないことから、民間主導のオープンイノ

ベーションの一例として、当社UDトラッ
クス株式会社（以下「UDトラックス」と
い う ）、 日 通 お よ び ホ ク レ ン の ３ 社 は
2019年７月に交わした合意に基づき、自
動運転技術を使った大型トラックの実証実
験をホクレン中斜里製糖工場の敷地内で実
施した。これは、各経済主体単独による取
り組みが業界の垣根を超えた有機的な連携
の実現に至っていないのが現状であり、そ
のため、オープンイノベーションを通じ、
業界の垣根を超え、幅広い知見や経験値な
どを集約することが不可欠になるものと考
えられているためである。

大型トラックがシステムのみで限定領域
を走行する「レベル４」（注５）の実証実験を
行うのは国内初となった。具体的には、８
月29日に中斜里製糖工場周辺の公道から
工場入口を経て、てん菜集積場と工場内加
工ライン投入口へ横持ちする運搬ルートを
レベル４自動運転技術を活用し、てん菜運
搬業務について無人化の実験を行った、同
実験では、当社の大型トラックをベース
に開発された車両を使用し、RTK － GPS

（注６）（リアルタイムキネマティック全地球
測位システム）や3D － LiDAR、ミリ波
レーダー、操舵アクチュエーターなどの自
動運転技術を駆使し、およそ1.3キロの運
搬ルート（公道、舗装道路および未舗装道
路を含む）を時速20キロで自動走行した。
なお、同実験は警察庁が定めた「自動走行
システムに関する行動実証実験のためのガ
イドライン」の規定に基づき、車両にはド
ライバーが搭乗し、不測の事態に対する有
人緊急操縦態勢を確保した上で実施した。
さらに、独自の安全対策として、公道の使
用部分を閉鎖し、実験中の構内走行に際し
ては、走行ルートと観覧席の間にブロック
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を敷設するなどの対策を講じた。同実験に
はUDトラックスの酒巻孝光代表取締役社
長、日通の竹津久雄代表取締役副社長、ホ
クレンの内田和幸代表理事会長、土屋俊亮
北海道副知事などが列席したほか、約150
人の経済産業省、国土交通省、農林水産省、
北海道農業協同組合中央会（JA北海道中
央会）や業界関係者などが臨席し、イノ
ベーションを通じた社会課題の解決に対す
る関心の高さがうかがえた。

酒巻社長は記念式典で、「人手不足とい
う大きな社会課題に、業界の垣根を超えて
取り組んでいかなければならないと痛切に
感じている。今回、商用車メーカー、物流、
農業が手を組み、そして、広大な農地を持
つ北海道の協力を得て、実証実験を実現さ
せることができた」と述べ、農業、物流、
地域経済が抱える課題に向けて取り組んで
いく決意を強調した（写真１）。

この共同実証実験は、物流の省人化や効

率化を通じ、物流業界が抱える課題を解決
し、物流の持続可能性を高める一つのアプ
ローチである。同実験により限定領域にお
ける自動運転技術の有用性を示したことか
ら、人手不足に苦しむ業界関係者の間で実
用化へ向けた期待感が高まっている。

注５：  公益社団法人自動車技術会は、自動運動のレベル
について、レベル0（ドライバーがすべてを操作）、
レベル１（ システムがステアリング操作、加減速
のどちらかをサポート）、レベル２（システムが
ステアリング操作、加減速のどちらもサポート）、
レベル３（特定の場所でシステムが全てを操作、
緊急時はドライバーが操作）、レベル４（特定の
場所でシステムが全てを操作）、レベル５（場所
の限定なくシステムが全てを操作）と６段階で定
義している。

注６：  4Gで受信するRTK基地局からの補正信号を使い、
GPS衛星から得られる位置情報を補正することに
より、誤差数センチメートルの精度を確保できる
技術。悪天候や悪路などにおいてもより高い精度
で自己車両の位置を測定するため導入された。

写真１　記念式典の様子
（UDトラックス提供）
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４　�考察　～社会的共通資本としての物流
とAＩの脅威～

北海道で行われた共同実証実験はその
後、道内のみならず東北、関東、北陸、関
西、山陰、四国や九州の新聞の地方版でこ
ぞって報道されている（写真２）。このこ
とは、少子高齢化に伴うさまざまな社会課
題に直面する地方経済において「次世代技
術を活用したイノベーションの潜在力」へ
の期待感の高さの証左と言えるだろう。

ここで重要なのは、電子商取引の普及に
伴い圧倒的に利便性が高まった私たちの日
常生活や経済活動を支えるため物流業界に
過大な負担がかかっていることを認識する
とともに、政官民が協力し、持続可能な社
会的共通資本として再構築することであ
る。なぜなら物流は、私有財産権、科学的
合理主義、資本市場、通信とならび持続的

な経済成長に不可欠な基礎的条件と位置付
けられているためである。

今回実施した共同実証実験は、物流を取
り巻くバリューチェーンのユーザーである
ホクレン、主要アクターである日通、そし
て物流を支えるツールを提供する商用車
メーカーが協働し、先端テクノロジーを活
用することで、農業から物流までより広範
囲な社会課題の解決につながる一つの方向
性を示すことができたことに大きな意義が
ある。

特に、少子高齢化が急速に進展し、主要
国のなかでは最も早く人口オーナス期（注７）

に突入した日本では、人手不足の解消を短
期的に見込まれることが困難であるため、
先端技術などを活用し人間の機能や感覚を
拡張し、個人のクリエイティビティを解放
できるかが持続可能な社会実現のカギにな
る。

写真２　実証実験の模様が掲載された新聞記事（朝日新聞）
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一方で、AＩなどの先端テクノロジーに
シンギュラリティ（技術的特異点）が訪れ
大量失業時代が到来する―とする「人工知
能脅威論」は根強い。株式会社野村総合研
究所は、英オックスフォード大学のマイケ
ル Ａ.オズボーン准教授およびカール・ベ
ネディクト・フレイ博士との共同研究によ
り、10~20年後に日本の労働人口の約
49%が就いている職業において、人工知
能やロボットによる代替が進むとした「日
本の労働人口の49%が人工知能やロボッ
ト等で代替可能に~601種の職業ごとに
コンピューター技術による代替確率を試算
~」と題する報告書を2015年に発表して
いる。

また、アクセンチュア（注８）が2018年に
発 表 し た 日 本 を 含 む 世 界11カ 国、1万
527人の企業経営者や労働者を対象にし
た調査によると、57%の労働者はAＩの
重要性を認識しつつも、48%の労働者は

「AＩが雇用に脅威」となると回答してい
る。

３社が共同実証実験を実施した北海道に
おいて、当初、「将来ドライバーの仕事が
奪われるのではないか」と不安視する声も
あった。しかし、実験終了後には3社だけ
でなく、北海道庁、地元関係者や報道機関
の間でも「イノベーションの持つ潜在力」
を高く評価する声が相次いでいる。

注７：  少子高齢化が進み、人口構成上、生産年齢人口（15
歳以上65歳未満）に対するそれ以外の従属人口

（年少人口と老年人口の合計）の割合が高まる時
期。

注８：  アイルランドに登記上の本拠を置く、世界最大の
総合コンサルティング会社

５　�おわりに　～誰も取り残さない持続可
能な社会の実現へ向けて～

今般の共同実証実験の成果は単に技術的
な検証が進んだという事実だけではなく、
未知のものを恐れず、破壊的イノベーショ
ンであろうと運用を見誤らなければ、私た
ちの社会が直面する課題の解決する手がか
りになるということを示せたことにあるの
ではないだろうか。

そして、こうした意識変革の必要性は、
物流業界だけではなく、停滞感の漂う幅広
い産業において求められている。一方で、
社会の受容性をいかに高めていくかは今後
の課題である。例えば、政府の旗振りにも
関わらずスマート農業の普及は端緒につい
たばかりだ。特に、スマート農業先進国で
あるオランダやイスラエルと違い、気候条
件で土地の制約条件が低い日本においては
初期導入コストの高さもあり、農業従事者
にそのメリットが伝わりにくいのが現状で
ある。実際、群馬県利根郡みなかみ町と
株式会社日立システムズが2016年に発表
した「農業ICTによる地方創生モデル」の
官民共同プロジェクトは各方面の注目を浴
びたが、これまでのところ目立った成果は
出ていない。

社会受容性はスマート農業に限った課題
ではない。オランダのコンサルティング
サービスKPMGが発表した「自動運転車
対応指数2019」によると、イノベーショ
ンやインフラ整備が高い評価を受けたこと
で日本は第10位にランクインした。しか
し、同社は、自動運転車の社会実装に向け
て、厳しい規制や抵抗勢力など、今後日本
が解決しなければならない課題は大きいと
指摘している。今後、先端技術に対する不
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信感や不透明感を払しょくし、社会受容性
を高めるためには、誠実で丁寧な情報発信
を地道に行っていくことが大事になるだろ
う。

最後になるが、物流や農業の業界課題を
解決し、持続可能な社会を実現するために
は、単一の経済主体の効用のみを目的とす
るべきではないと考える。このため、持続
可能な開発目標の視点を取り込むことで、
社会課題の解決のための方法論を検討する
場合の基本方針としたい。

国連は2015年9月、加盟国の全会一致
により、「われわれの世界を変革する：持
続可能な開発のための2030アジェンダ」
を採択した。その中で、人間、地球、繁栄
のための行動計画として掲げた目標が「持
続可能な開発目標（SDGs）」の17の目標
と169のターゲットで、わが国において
もSDGsとして定着しつつある。しかし、
こうした目標やターゲットはSDGsアジェ
ンダの宣言第4節にある「この偉大な共同
の旅に乗り出すに当たり、われわれは誰も
取り残されないことを誓う」とした世界を
実現するための行動原則でしかないという

ことを理解するべきだ。こうした理解に立
つと、普遍的な価値観を大切にしつつも、
これまでの常識に縛られず、協働・共創で
活動を推進していく必要があることが分か
る。

今回、実施された共同実証実験を一つの
事例として、「物流危機」の解消という利
益を超えた目的を共有し、制約条件を生か
し、先端技術を積極活用することで、社会
課題の解決へ向けたユースケースとなる可
能性を考察した。ただし、今回実証実験に
参加した企業・組織は既存プレイヤーで構
成されている。つまり既知の知見を集結す
ることには一定の成果はあったが、未知の
知見やアイデアを取り込むことはできてい
ないことには留意が必要である。

今後、破壊的イノベーションを恐れず、
オープンイノベーションの範囲を拡大する
ことでより広範囲な知見や経験値を取り込
み、物流を再生し、持続可能なインフラと
することで、いかなる経済主体も取り残さ
ない持続可能な社会につながっていくこと
を期待したい。
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